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１　論文の位置づけ

ICT（情報通信技術）や AI（人工知能），ロボット
等のデジタル技術が発達し社会の様々な場面に普及し
ていく中で，ドイツでは，かかる変化にいかに対応
するべきかが重要な政策課題となっている。例えば，
BMAS（連邦労働社会省）は 2016 年 11 月に公表した
白書『労働 4.0』1）において，デジタル化が雇用社会
に及ぼす影響を分析したうえで今後求められる政策を
具体的に提言している。同白書は，デジタル化への法
的対応が活発に議論されているわが国においても大き
なインパクトをもって迎えられた 2）。本論文は，上記
の議論状況の中で，デジタル化が進むドイツの労働世
界において争議行為法が今後どのように展開しうるの
か，展開するべきなのかを考察した論稿である。

２　論文の内容

本論文は大きく 3 つの章から成る。
第 1 章では，デジタル化された労働世界における争

議行為の展開を展望する 3 つの議論が紹介された後
に，それぞれの議論に対応して今後検討するべき課題
が指摘されている。

3 つの議論はいずれも，デジタル化の進行により
「労務提供の休止という形をとる伝統的なストライキ
法は徐々に衰退していく」という認識を前提としてい
る。そのうえで，第 1 の議論は，今後重要になるのは
企業運営の枢要にある労働者（Funktionseliten）によ
る少人数でのストライキであると主張する。このよう
な労働者は，少人数で協働するだけで生産ラインやバ
リューチェーン全体を停止させられるからである。し
かし，いわば「ストライキのエリート層」であるこ
れらの労働者はもっぱら自身の利益のためにのみスト
ライキを行う。それゆえ，著者は，「労働者間での連
帯のますますの消失」が今後対応するべき課題である
と指摘している（課題①）。次に，第 2 の議論は，伝

統的な争議行為に代わって，今後はロボットによるス
トライキが台頭するという「未来学的な」ビジョンを
構想する。もっとも，自律的に動くロボットが今後ど
のように発展するかはいまだ実証的に把握されておら
ず，その法的考察は今後の展開を待って行われるべき
とされる（課題②）。最後に，第 3 の議論は，伝統的
な争議行為が機能不全に陥ると見込まれることを踏ま
えて，デジタル化された労働世界に適合的な新しいタ
イプの争議行為を検討している。著者は，こうした新
しいタイプの争議行為に対応できるよう争議行為法を
発展させることが今後の課題であるとする（課題③）。

第 2 章において，著者は，伝統的な争議行為に関す
る近時の判例法理の展開を分析したうえで，当該展開
がデジタル化された労働世界においていかなる意義を
有するかを検討している。

第一に，支援ストライキ（Unterstützungsstreik）に
関する BAG（連邦労働裁判所）の判決 3）が紹介される。
同判決において，BAG は，支援ストライキの対象と
なる使用者が，主たるストライキの対象となっている
使用者と経済的に近接している場合またはストライキ
に中立的な態度をとっていない場合，労働組合は他の
労働組合のストライキを支援するためのストライキを
招集できると判示した。同判決においては，従来の判
例法理と比較して 2 つの点で新しい展開が見られると
される。すなわち，事業所外の第三者も争議行為を行
えるとされた点（主体の範囲の拡大）および自身の使
用者との労働協約締結に直接結びつかない争議行為が
許容された点（目的の範囲の拡大）である。

第二に，フラッシュモブ（Flashmob）による争議
行為に関する BAG の判決 4）が紹介される。フラッ
シュモブによる争議行為とは，電子メールや SNS 等
の ICT を活用して組合員以外の第三者にも争議行為
への参加を募りその助力を得て事業所の業務を阻害す
る態様の争議行為である。同判決において，BAG は，
このような態様の争議行為も一般的に不適法となるわ
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けではないと判示した。同判決においても，2 つの点
で新しい展開が見られるとされる。すなわち，争議行
為の目的となっている要求と何ら関係ない者も争議行
為に参加させられる点（主体の範囲の拡大）およびオ
ンラインとオフラインの境界にある新しい態様の争議
行為が許容された点（手段の範囲の拡大）である。

以上のような判例法理の分析を踏まえて，著者は，
デジタル化が進む労働世界において上記の展開がいか
なる意義を有するかを検討する。まず，主体の範囲の
拡大は今後のデジタル化された労働世界において重要
な意味を持ちうるという。支援ストライキに関して主
体の範囲が拡大されたことは，企業の基幹従業員がク
ラウドワーカー等の第三者の賃金・労働条件を改善し
ようとする場合に重要になる。また，フラッシュモブ
に関して主体の範囲が拡大されたことは，デジタル技
術の進展に伴う労働移転や自律的なロボットシステム
の導入によって基幹従業員のみの争議行為が効果的で
なくなった場合に重要になるとされる。次に，手段の
範囲の拡大も，デジタル化の進行に伴って重要性を増
すという。ICT の急速な発展により，現時点では想定
されていない争議行為の手段が新たに登場することも
十分に考えられるからである。

第 3 章では，デジタル技術を駆使した新しい争議行
為の可能性が検討される。ここで検討の対象となるの
は，DDoS 行動（DDoS-Aktionen）を用いた争議行為
である。DDoS（Distributed Denial of Service）行動
とは，DoS 行動を複数のコンピュータを用いて分散的
に実施することをいう。DoS 行動とは，「サーバのサー
ビスが多数のアクセスにより負荷をかけられ，受入れ
または処理能力が不十分となる結果，正当なアクセス
がサーバによりブロックされ又は少なくとも妨害され
る」ことをいう 5）。DoS 行動及び DDoS 行動は特定
のサーバへのアクセス遮断のみを行う点で，情報シス
テムへの侵入やデータの消去・変更・破損を伴うサイ
バー攻撃とは異なる 6）。

本論文では，まず，労働者や独立自営業者等が，就
労条件の改善を目指す争議行為の手段として DDoS 行
動に出る場合の法的根拠が検討されている。特に検討
の対象となっているのは集会の自由（基本法 8 条 1 項）
である。著者は同項の文言および BVerfG（連邦憲法
裁判所）が提示する集会概念を根拠として，現実の空
間だけでなく仮想空間に参集する自由も同項によって
保障されているという立場をとる。

もっとも，DDoS 行動が集会の自由として基本法
上保障されるとしても，その保障は無制限ではない。
DDoS 行動の対象となるウェブサイトについて，使用
者には所有権が保障されているからである（基本法
14 条 1 項）。こうして，DDoS 行動の憲法上の限界を
画定する作業が重要になる。著者は，他人が所有する
地所への集合に関する BVerfG7）の判断を参照しつつ，
この限界に関する試案を提示している。それによれ
ば，パブリックフォーラムに相当する空間を民間企業
が仮想空間に開設している場合（例えば，自社の企業
運営に関する一般人からの苦情や提案を受け付ける窓
口をウェブ上に開設している場合），オンラインの集
会としての DDoS 行動も可能である。もっとも，当該
行動は特別な妨害ソフトの支援を受けて行われてはな
らず，多数人の参加により実行された場合にのみ適法
になるという。

３　論文のまとめ

以上のように，本論文の骨子は，①伝統的な争議行
為法の展開を考察し，それをデジタル化された労働世
界に適応させること（第 2 章），②デジタル的な争議
行為というまったく新しい争議行為の手段に対する法
的規整を考察すること（第 3 章）であった。わが国に
おいて争議行為法に関する議論が相対的に低調である
現状に鑑みれば，デジタル化が進む中で争議行為の新
たな可能性を模索する本論文の議論は刺激的である。
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